　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
様式第１号（第７条関係）

年　　月　　日

袖ケ浦市長　　様

　　　　 　　　　　申請者　住　所（所在地）　　　
　　　　　　　　　（フリガナ）
氏　名
　　　　　　　   電　話

袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金交付申請書

　袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業について補助金の交付を受けたいので、袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金交付要綱第７条の規定により下記のとおり申請します。
記
１　所在地　　袖ケ浦市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　添付書類　
1 事業計画書（様式第２号）
2 瓦屋根現況調査報告書（様式第３号）
3 現況写真
4 案内図
5 改修の内容及び屋根面積が分かる図面等
6 改修に要する経費が分かる見積書の写し
7 所有者であることを証する書類
8 補助対象建築物の建築確認済証の写し又はそれに代わるもの
9 補助対象建築物が固定資産税の評価を受けていることを証する書類
10 補助対象者自身が補助対象建築物に居住中であることを証する書類
11 所有者全員の市税の完納を証する書類
12 誓約書（様式第４号）
13 同意書（様式第５号）（交付申請を行う補助対象者以外の所有者がいる場合）
14 委任状（代理人に委任する場合）
15 その他市長が必要と認める書類





[bookmark: OLE_LINK1]様式第２号（第７条関係）
事業計画書
１．建築物の概要
	所在地
	袖ケ浦市

	建築年
	　　　　　　　　　　年

	建築物の構造
	　　　　　　　　　　造

	階数
	　　　　　　　　　　階

	用途
	


２．事業の概要
	事業の形態
	１　告示基準に適合する瓦屋根への全面改修
２　スレート・金属屋根等への全面改修

	屋根面積
	　　　　　　㎡

	着手及び完了
予定年月日
	着手：　　　　年　　月　　日
完了：　　　　年　　月　　日

	補助対象事業費
	　　　　　　　　　円


３．施工業者
	施工者
	名称：
　　　（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名）
所在地：
建設業許可：（　　　　）□大臣　□知事（　　-　　）第　　　　　号
[bookmark: OLE_LINK4][bookmark: OLE_LINK5]　　　　　　業種（　　　　　　　　　　）

















様式第３号（第７条関係）

瓦屋根現況調査報告書

　　　　年　　月　　日
　　　　　 調査者　所在地
　　　　　　　　　（フリガナ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　氏名　　　　　　 　　 　　　　　　
電話　　　　　　　　　　　　　　　
資格：□建築士　　　　　　□瓦屋根診断技士
　　　□瓦屋根工事技士　□かわらぶき技能士
登録番号（　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　当該建築物の屋根を調査した結果、令和２年国土交通省告示第１４３５号により改正された昭和４６年建設省告示第１０９号の規定への適合については下記のとおりでしたので報告します。

記
１　建築物の概要
（１）申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）所在地　　　袖ケ浦市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　調査結果
　※以下の項目のいずれかが不適合の場合、告示基準を満たさない判定となります。
　　ア　防災瓦（隣接する瓦をフック等で有効に組み合わせたもの）である。
□適合　　　□不適合

イ　アで防災瓦に適合とした場合
A　棟部の全ての瓦がねじで緊結してある。
□適合　　　□不適合
B　軒・けらば部分の全ての瓦が３本のくぎ又はねじで緊結してある。
□適合　　　□不適合
C　平部の全ての瓦がくぎ又はねじで緊結してある。
□適合　　　□不適合

注意事項
(1) 調査者は要綱第２条第２号に規定する資格者であること。
(2) 資格を証する書類を添付してください。
(3) 本人が手書きしない場合は押印してください。
様式第４号（第７条関係）

年　　月　　日

袖ケ浦市長　　様

　　　　　　　　　　申請者　住　所（所在地）
 　　　　　　　　　（フリガナ）
氏　名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　 　電　話
  ※本人が手書きしない場合は、押印してください。

誓　　約　　書

袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業について補助金の交付申請にあたり、私は、次に掲げる事項について誓約します。


１　　「袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金交付要綱」第４条第１号から第７号までのいずれにも該当しません。
２　　補助金を受領した日から起算して５年を経過する日まで、屋根の撤去は行いません。やむを得ず、撤去する場合は、事前に市に報告し、承認を求めます。
３　　建築基準法その他各種法令を遵守します。












様式第５号（第７条関係）
　年　　月　　日　　　



同　意　書



　袖ケ浦市　　　　　　　　　　　　　　　の補助対象建築物について、　　　　　　　　　　　　が袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金を利用し、屋根改修工事を行うことを、所有者として同意します。


住　所
氏　名
※本人が手書きしない場合は、押印してください。














様式第６号（第８条関係）

　　　第　　　　　号
年　　月　　日

　　　　　　　　　　様

袖ケ浦市長　　　　　　　　　　　　　

袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金交付決定通知書

年　　月　　日付けで申請のあった袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業について、下記のとおり補助金の交付を決定したので、袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金交付要綱第８条第１項の規定により通知します。

記

１　　所在地　　　　　　　　　　　袖ケ浦市　　　　　　　　　　　　　　　

２　　補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

３　　その他


注意事項
(1) 申請内容に虚偽があり、又は対象建築物や敷地に重大な違反があった場合には、交付決定を取り消す場合もあります。
(2) 工事内容を変更する場合、工事予定期間内に工事が終了する見込みがない場合等、申請内容に変更が生じる場合は事前に必ず市に報告し、担当者の指示に従ってください。変更内容等によっては補助を受けられなくなる可能性があります。
(3) 耐風改修工事を取りやめた場合には、速やかに市に報告し、袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金変更・中止申請書を市に提出してください。
(4) 耐風改修工事が完了した際は、所定の書類を添えて、速やかに袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業完了報告書を提出してください。
(5) 転売を目的とした耐風改修工事は補助の対象とはなりません。継続して自ら居住するために行う耐風改修が補助の対象となります。



様式第７号（第８条関係）

　　第　　　　　号
年　　月　　日

　　　　　　　　　　様

袖ケ浦市長　　　　　　　　　　　　　

袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金交付申請却下通知書

年　　月　　日付けで申請のあった袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業については、下記の理由により補助金交付の申請を却下したので、袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金交付要綱第８条第１項の規定により通知します。

記

１　　所在地　　　　　　　　　　　袖ケ浦市　　　　　　　　　　　　　　　

２　　補助対象にできない理由

(教示)
１　この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、袖ケ浦市長に対して審査請求をすることができます(なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。)。
２　この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、袖ケ浦市を被告として(訴訟において袖ケ浦市を代表する者は袖ケ浦市長となります。)、処分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。ただし、上記１の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。





様式第８号（第９条関係）

年　　月　　日

袖ケ浦市長　　様

　　　　   　　　　　申請者　住　所（所在地）
　　　　　　　　　　（フリガナ）
氏　名
　　　　　　　　　 電　話

[bookmark: OLE_LINK12][bookmark: OLE_LINK13]袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金変更・中止申請書

 　　　　年　　月　　日付け　　第　　　　　号で補助金の交付の決定を受けた袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業の変更・中止について、袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金交付要綱第９条第１項の規定により下記のとおり申請します。

記

	所在地
	袖ケ浦市

	変更または中止の理由
	

	変更の内容
（変更の場合）
	（変更前）

	
	（変更後）

	変更または中止年月日
	年　　月　　日

	添付書類
	※交付申請時の添付書類に変更がある場合は変更した書類を添付してください。














様式第９号（第９条関係）

　　第　　　　　号
年　　月　　日

　　　　　　　　　　　様

袖ケ浦市長　　　　　　　　　　　

袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金変更・中止承認通知書

年　　月　　日付けで申請のあった袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業の変更・中止について、下記のとおり変更・中止を承認したので、袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金交付要綱第９条第２項の規定により通知します。

記

１　　所在地　　　　　　　　　　　袖ケ浦市　　　　　　　　　　　　　　　

２　　承認内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　　補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　
４　　その他















様式第１０号（第９条関係）

　　第　　　　　号
年　　月　　日

　　　　　　　　　　　様

袖ケ浦市長　　　　　　　　　　　

袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金変更却下通知書

年　　月　　日付けで申請のあった袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業の変更について、下記の理由により変更申請を却下したので、袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金交付要綱第９条第２項の規定により通知します。

記

１　　所在地　　　　　　　　　　　袖ケ浦市　　　　　　　　　　　　　　　

２　　却下の理由

(教示)
１　この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、袖ケ浦市長に対して審査請求をすることができます(なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。)。
２　この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、袖ケ浦市を被告として(訴訟において袖ケ浦市を代表する者は袖ケ浦市長となります。)、処分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。ただし、上記１の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。






様式第１１号（第１０条関係）

年　　月　　日

袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業完了報告書

袖ケ浦市長　　様
　　　　　　　申請者　住　所（所在地）
　　　　　　　　　　（フリガナ）　
　　　　　　氏　名
　　　　　　電　話

年　　月　　日付け　　第　　　　　　号で補助金の（交付決定・変更承認）を受けた袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業が完了しましたので、袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金交付要綱第１０条第１項の規定により下記のとおり報告します。

記

１　所在地　　　　　　　　　　　袖ケ浦市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　事業の完了年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
３　補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

【添付書類】
⑴　屋根工事完了確認書（様式第１２号）
⑵　施工写真
⑶　補助事業に係る契約書の写し
⑷　補助事業に要した経費の領収証の写し
⑸　その他市長が必要と認める書類











様式第１２号（第１０条関係）

屋根工事完了確認書

　　　　年　　月　　日


１　下記建築物の屋根工事について、施工要領書等に基づき適切に施工したことを報告
します。
施工者　所在地
（フリガナ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　名　称　　　　　 　　 　　　　　　　　　　
電　話　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　下記建築物の屋根工事について、改修後の瓦屋根は告示基準へ適合していることを
確認したので報告します。
調査者　所在地
           (フリガナ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　
電　話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
資格：□建築士　　　　　　□瓦屋根診断技士
　　　□瓦屋根工事技士　□かわらぶき技能士
登録番号（　　　　　　　　　　　　）


記
建築物の概要
申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　袖ケ浦市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


注意事項
(1) 調査者は要綱第２条第２号に規定する資格者とする。
(2) 瓦屋根以外への改修の場合は、１の施工者による確認とする。
(3) 改修後も瓦屋根の場合は調査者の資格を証する書類を添付してください。
(4) 本人が手書きしない場合は、押印してください。

様式第１３号（第１１条関係）

　　第　　　　　号
年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　様

袖ケ浦市長　　　　　　　　　　　　　

袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金確定通知書

年　　月　　日付けで報告のあった袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業について、下記のとおり補助金額が確定したので、袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金交付要綱第１１条の規定により通知します。

記

　　補助金確定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円





















様式第１４号（第１２条関係）

年　　月　　日

袖ケ浦市長　　様

　　　　　 　　　　　申請者　住　所（所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　（フリガナ）
氏　名
電　話

袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金交付請求書

年　　月　　日付け　　第　　　　　　号で確定通知のあった補助金の交付について、袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金交付要綱第１２条の規定により下記のとおり請求します。

記

１　請求金額　　　　金　              　　　円                　

２　振込先         

金融機関名　　　　　　　　　　　　銀行　　　　　　　　　　　　支店

口座の種類　　普　通　・　当　座

口座番号                              

フリガナ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
口座名義人　　　　　　　　　　　　　　　　（※申請者のものに限る。）








様式第１５号（第１３条関係）

　　第　　　　　号
年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　様

　袖ケ浦市長　　　　　　　　　　　　　

袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金交付決定取消通知書

年　　月　　日付け　　第　　　　　　号で補助金の交付の決定をした袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業については、下記の理由により交付決定を取り消したので、袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金交付要綱第１３条第２項の規定により下記のとおり通知します。

記

１　　所在地　　　　　　　　　　　袖ケ浦市　　　　　　　　　　　　　　　

２　　補助金の交付決定を取り消した内容

３　　補助金の交付決定を取り消した理由

(教示)
１　この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、袖ケ浦市長に対して審査請求をすることができます(なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。)。
２　この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、袖ケ浦市を被告として(訴訟において袖ケ浦市を代表する者は袖ケ浦市長となります。)、処分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。ただし、上記１の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。




様式第１６号（第１４条関係）

　　第　　　　　号
年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　様

　　袖ケ浦市長　　　　　　　　　　　　　

袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金返還命令書

袖ケ浦市瓦屋根耐風改修事業補助金交付要綱第１４条の規定により、下記のとおり交付した補助金の返還を命じます。

記

１　　所在地　　　　　　　　　　　袖ケ浦市　　　　　　　　　　　　　　

２　　返還すべき額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　　返還期限　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

４　　返還を命ずる理由　　　　

(教示)
１　この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、袖ケ浦市長に対して審査請求をすることができます(なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。)。
２　この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、袖ケ浦市を被告として(訴訟において袖ケ浦市を代表する者は袖ケ浦市長となります。)、処分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。ただし、上記１の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。


